
北海道江別市西野幌92番地16

社会福祉法人　英寿会

令和 7 年度　決算報告書

 自 令和  7 年 4月31日

 至 令和  8 年 3月31日





社会福祉法人　英寿会

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価格 減価償却累計額 貸借対照表価格

　　　　小口現金 かっこうの杜 運転資金として 490,688

　　　　北洋普通 江別中央支店/法人本部 運転資金として 38,829

　　　　北洋普通2 江別中央支店/英生塾 運転資金として 124

　　　　道銀普通 野幌支店/法人本部 運転資金として 69,095

　　　　北海道信金普通 野幌支店/法人本部 運転資金として 30,265

　　　　北陸銀行普通 江別支店/法人本部 運転資金として 1,397

　　　　北洋銀行3 江別中央支店/寄附金 運転資金として 121,730

　　　　北洋銀行4 江別中央支店/えぞりすの杜 運転資金として 717,362

　　　　北門信用金庫 野幌支店/法人本部 運転資金として 5,377

1,474,867

　　　　事業未収金 国保介護報酬２・３月分 38,267,098

　　　　立替金 私物洗濯、医療費等 244,278

39,986,243

　　　　土地 社会福祉施設に使用している 5,542,260 5,542,260

　　　　土地 保育施設に使用している 3,352,420 3,352,420

　　　　土地 保育施設に使用している 1,609,161 1,609,161

　　　　土地 社会福祉施設に使用している 7,005,360 7,005,360

　　　　土地 社会福祉施設に使用している 30,027,510 30,027,510

　　　　土地 社会福祉施設に使用している 794,705 794,705

　　　　建物 社会福祉施設に使用している 412,580,937 194,628,027 217,952,910

宅地　江別市西野幌92番地14
958.41㎡

敷地　江別市西野幌92番地15
1102㎡

敷地　江別市西野幌92番地17
1020㎡

敷地　江別市西野幌92番地18
4374㎡

敷地　江別市西野幌94番地3
115.81㎡

鉄筋造2階建　江別市西野幌92番地
16　2124.01㎡

敷地　江別市西野幌92番地16
2219㎡

財産目録
令和8年3月31日現在

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産

                     現金・預金合計

　　　　　　　　　　流動資産合計

　　２．固定資産

　　　（１） 基本財産



社会福祉法人　英寿会

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価格 減価償却累計額 貸借対照表価格

　　　　建物 社会福祉施設に使用している 681,922,189 214,007,520 467,914,669

　　　　建物 保育施設に使用している 8,448,097 5,243,447 3,204,650

737,403,645

　　　　建物 保育施設で使用している 8,058,964 4,580,151 3,478,813

　　　　構築物 社会福祉施設で使用している 16,059,917 12,875,956 3,183,961

　　　　構築物 社会福祉施設で使用している 31,048,693 16,642,096 14,406,597

　　　　機械及び装置 監視カメラ及びナースコール 社会福祉施設で使用している 4,363,200 3,040,239 1,322,961

　　　　車輛運搬具 送迎車両 トヨタボクシー１台 350,000 349,999 1

　　　　器具及び備品 社会福祉施設で使用している 74,291,196 72,885,264 1,405,932

　　　　有形リース資産 トヨタレジアス 社会福祉施設で使用している 9,400,928 9,156,288 244,640

　　　　ソフトウェア 介護ソフト、会計ソフト 社会福祉施設で使用している 1,282,176 1,282,176 0

　　　　無形リース資産 介護ソフト、会計ソフト 社会福祉施設で使用している 5,307,000 5,307,000 0

　　　　差入保証金 ぞうさんハウス借家敷金 保育施設で使用している 259,200 0 259,200

　　　　その他の固定資産 かっこうの杜預け資産 社会福祉施設で使用している 3,610,000 0 3,610,000

27,912,105

765,315,750

805,301,993

　　　　短期運営資金借入金 北海道信金野幌支店 運転資金として 22,975,900

　　　　事業未払金 大倉産業他 35,859,184

　　　　1年以内返済予定リース債務 トヨタレンタリース（車両リース料） 244,640

　　　　未払費用 職員給料等 25,193,456

　　　　預り金　職員 道市民税 16,113,602

　　　　賞与引当金 5,061,000

105,447,782

かっこうの杜建物付属物構築物外構
（緑化、舗装工事）

えぞりすの杜建物付属物構築物外
構（緑化、舗装工事）

介護ベッド、特殊浴槽、車イス、家電
他

　　　　　　　　　　その他の固定資産合計

　　　　　　　　　　固定資産合計

　　　　　　　　　　資産合計

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債

　　　　　　　　　　流動負債合計

ぞうさんハウス内部造作他、ふくろう
の森改修

（単位：円）

鉄筋造3階建　江別市西野幌92番地
18　2805.84㎡

西野幌保育所　木造平屋建　江別
市西野幌92番地14　190.21㎡

　　　　　　　　　　基本財産合計

　　　（2） その他の固定資産



社会福祉法人　英寿会

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価格 減価償却累計額 貸借対照表価格

　　　　設備資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 687,980,000

　　　　設備資金借入金 北洋銀行 86,460,300

　　　　設備資金借入金 北海道銀行 32,542,800

　　　　設備資金借入金 北陸銀行 434,500

807,417,600

　　　　長期運営資金借入金 野呂英行 61,400,000

　　　　長期運営資金借入金 日本政策金融公庫 6,793,000

　　　　長期運営資金借入金 独立行政法人福祉医療機構 115,566,600

183,759,600

　　　　役員等長期借入金 理事長等 26,850,000

　　　　退職給付引当金 16,657,040

1,034,684,240

1,140,132,022

△ 334,830,029

　　　　　　　　　　小計

　　　　　　　　　　固定負債合計

　　　　　　　　　　負債合計

　　　　　　　　　　差引純資産

　　これは、当法人の財産目録であり、原本に相違ありません。
　　　社会福祉法人英寿会　理事長　野呂　英行

　　　　　　　　　　小計

（単位：円）

　　2．固定負債

































1 社会福祉法人　英寿会
別紙1

計算書類に対する注記

1.継続事業の前提に関する注記
   該当なし

2.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付金額を計上して
 　　　いる

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

3.重要な会計方針の変更
   該当なし

4.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

5.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当法人の作成する計算書類は以下の通りとなっている
 （1）法人全体の計算書類（第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
 （2）法人全体の計算書類事業区分別内訳表（第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
 （3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
 （4）公益事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
 （5）各拠点区分におけるサービス区分の内容は、以下の通りとなっている。
 　　　社会福祉事業区分
 　　　①かっこうの杜拠点区分
 　　　　　ア　法人本部
 　　　　　イ　地域密着型介護老人福祉施設かっこうの杜
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら
 　　　②　えぞりすの杜拠点区分
 　　　　　ア　特別養護老人ホームえぞりすの杜拠点区分
 　　　③　ふくろうの森拠点区分
 　　　　　ア　小規模保育施設ふくろうの森
 　　　④　ぞうさんハウス拠点区分
 　　　　　ア　小規模保育施設ぞうさんハウス
 　　　⑤　あかとんぼの森拠点区分
 　　　　　ア　小規模保育施設あかとんぼの森
 
 　　　公益事業区分
 　　　①英生塾拠点区分
 　　　　　ア　英生塾



6.基本財産の増減の内容及び金額

 基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

7.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

8.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円

9.有形固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

10.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

11.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

12.関連当事者との取引の内容

　該当なし

13.重要な偶発債務
　該当なし

14.重要な後発事象
　該当なし

15.合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受けが行われた場合には、その旨及び概要
　該当なし

16.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし

機械及び装置 4,363,200 3,040,239 1,322,961

その他の固定資産 3,610,000 0 3,610,000

1,282,176 0

合　　計 1,305,313,913 539,998,163 765,315,750

有形リース資産 9,400,928 9,156,288 244,640
ソフトウェア 1,282,176

車両運搬具 350,000 349,999 1
器具及び備品 74,291,196 72,885,264 1,405,932

建物 8,058,964 4,580,151 3,478,813
構築物 47,108,610 29,518,052 17,590,558

設備資金借入金（1年以内返済予定額含む） 807,296,200
計 807,296,200

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地（基本財産） 48,331,416
建物（基本財産） 689,072,229

計 737,403,645

建物 731,493,815 0 42,421,586 689,072,229
合　　計 779,825,231 0 42,421,586 737,403,645

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 48,331,416 0 0 48,331,416

48,331,416
689,072,229

土地（基本財産）
建物（基本財産）

48,331,416
1,102,951,223

0
413,878,994

差入保証金 259,200 0 259,200
無形リース資産 5,307,000 5,307,000 0



別紙３（①）

　　　　(自)令和7年4月1日　　（至）令和8年3月31日
社会福祉法人 英寿会

（注）役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合には、区分を新設するものとする。

989,982,536
(0)

6,772,720 0合　　計 1,015,153,000 26,850,000 999,900
1,041,003,100

0

0 206,000

役
員
等
長
期
借
入
金

野呂英行 かっこうの杜 0 26,850,000

計 0 26,850,000 0
26,850,000

0

0
(0)

0

0

長期運営資金
(0)

26,850,000
0.3 206,000 2045/05

0

0 0計 23,000,000 0 24,100
22,975,900

0

0
(0)

0

2026/05

0

賞与資金
(0)

北海道信金 かっこうの杜 15,000,000 15,700

7,991,600
2.3 0 2026/05

運転資金
(0)

14,984,300

短
期
運
営
資
金
借
入
金

北海道信金 かっこうの杜 8,000,000 8,400

0 232,146

2.3 0

2037/11

長期運営資金

計 183,888,000 0 128,400
183,759,600

61,400,000
0.3 2045/05

0
(0)

0

2035/09

長期運営資金
(0)

福祉医療機構 かっこうの杜 30,000,000 31,500

25,661,000
0.25 29,961 2031/7

長期運営資金
(0)

29,968,500

長期運営資金
(0)

福祉医療機構 かっこうの杜 60,000,000 62,900

6,793,000
1.61 134,360 2029/5

長期運営資金
(0)

59,937,100
0.25

長
期
運
営
資
金
借
入
金

日本政策金融公庫 かっこうの杜 6,800,000 7,000

0 6,334,574

福祉医療機構 かっこうの杜 25,688,000 27,000

67,825

野呂英行 かっこうの杜 61,400,000

0.3 0

設
備
整
備
借
入
金

41,250,000
(0)

計 808,265,000 0 847,400
807,417,600

32,542,800
1.5 631,929 2039/03

989,982,536
(0)

0

北海道銀行 えぞりすの杜 32,577,000 34,200

434,500
2.3 10,946

江別市西野幌92番地1932,900 施設設置整備資金 土地建物

施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地21

10,000,000
(0)

北陸銀行 えぞりすの杜 435,000 500

31,359,100
1.5 608,942 2026/05

施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地20 5,000,000
(0)

2027/06

北洋銀行 かっこうの杜 31,392,000

474,100,000
(0)

北洋銀行 えぞりすの杜 815,000 800

54,287,000
1.5 1,054,165 2038/03

施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地19 68,750,000
(0)

814,200
1.5 15,803 2026/05

380,378,695
(0)

福祉医療機構 えぞりすの杜 474,100,000 497,000

214,377,000
0.7 2,516,946 2043/10

施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地14/15 10,503,841
(0)

473,603,000
0.34 1,495,843 2048/10

福祉医療機構 かっこうの杜 214,602,000 225,000 施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地16

北洋銀行 えぞりすの杜 54,344,000 57,000 施設設置整備資金 土地建物 江別市西野幌92番地18

借　　入　　金　　明　　細　　書

区
分

借入先 拠点区分
期首残高 当期借入金 当期償還額

差引期末残高

元金償還補助金 利率％
支払利息

返済期限 使　途
担保財産

帳簿価格④=①+②-③
当期支出額 利息補助金収入 種類 地番または内容

① ② ③ (うち1年以内償還予定額)



別紙３（②）

(自)令和7年4月1日　　（至）令和8年3月31日

社会福祉法人　英寿会

（単位：円）

（注） 1 寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、取引業者、その他とする。
2 「寄附金額」欄には寄附物品を含めるものとする。「区分欄」には、経常経費寄附金収益の場合は「経常」、長期運営資金借入金
元金償還寄附金収益の場合は「運営」、施設整備等寄附金収益の場合は「施設」、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は「償還」、
固定資産受贈額の場合は「固定」と、寄附金の種類がわかるように記入すること。
3 「寄附金額」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。また、「寄附金額の拠点区分ごとの内訳」の
「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と原則として一致するものとする。

寄附金収益明細書

寄附者の属性 区分 件数 寄附金額
うち基本金
繰入額

寄附金額の拠点区分ごとの内訳

かっこうの杜

法人役職員
運営

1 5,130 0 5,130

区　分　小　計 1 5,130 0 5,130 0 0 0

その他
運営

4 350,000 350,000

0 0 0区　分　小　計 4 350,000 0 350,000

区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0区　分　小　計 0 0 0 0

0合　　　　計 355,130 0 355,130 0 0

区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0



別紙３（③）

（自）令和 7年 4月 1日　　 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会
（単位：円）

（注） 1 「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、
保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、
医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、
設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。
　なお、運用指針別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

2 「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。
　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

1,948,948 349,492 337,392合　　　　計 4,823,671 0 4,823,671 0 1,495,083 692,756
区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0 00

区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0 00

区　分　小　計 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分　小　計 3,444,031 0 3,444,031 0 1,495,083 1,948,948 0 00

北海道（物価高騰食材費支援金）

介護事業

3,444,031 0 3,444,031 0 1,495,083 1,948,948
区　分　小　計 1,379,640 0 1,379,640 0 0 0 349,492 337,392

38,892
江別市（物価高騰対策支援補助金） 1,007,500 0 1,007,500 0 321,500 298,500
江別市（延長保育事業補助金）

保育事業

372,140 0 372,140 0 27,992

補助金事業等収益明細書

交付団体及び交付の目的 区分 交付金額 補助金事業に係る
利用者からの収益 交付金額等合計

うち国庫補助金等
特別積立金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳
かっこうの杜 えぞりすの杜 ぞうさんハウス あかとんぼの森ふくろうの森

305,256
387,500

692,756

0

0



別紙３（④）

（自）令和 7年 4月 1日 　　（至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

１）　事業区分間繰入金明細書

（単位：円）

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

２）　拠点区分間繰入金明細書

（単位：円）

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

事業区分間及び拠点区分間繰入金　明細書

事業区分名
繰入金の財源 金　　額 使用目的等

繰入元 繰入先

運営費

拠点区分名
繰入金の財源 金　　額 使用目的等

繰入元 繰入先

えぞりすの杜 かっこうの杜 介護保険収入 7,089,693

えぞりすの杜 ぞうさんハウス 介護保険収入 455,067 運営費

ふくろうの森 えぞりすの杜 保育事業収入 1,269,627 運営費

えぞりすの杜 あかとんぼの森 介護保険収入 5,736,983 運営費



別紙３（⑥）

社会福祉法人　英寿会

（単位：円）

（注） 1 「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合には、記載を省略する。

第三号基本金 0 0 0 0 0

第二号基本金 0 0 0 0 0

第一号基本金 24,208,583 24,208,583 0 0 0

当期末残高

当期取崩額

計 0 0 0 0 0

0

計 0 0 0 0 0

0第
三
号
基
本
金

当期組入額

0

0

当期取崩額

計 0 0 0 0 0

0

計 0 0 0 0 0

0第
二
号
基
本
金

当期組入額

0

0

当期取崩額

計 0 0 0 0 0

0

計 0 0 0 0 0

0第
一
号
基
本
金

当期組入額

0

0

第三号基本金 0

第二号基本金 0

第一号基本金 24,208,583 24,208,583

前年度末残高

基　本　金　明　細　書

区分並びに組入れ及び取崩しの理由 合　　計
各拠点区分ごとの内訳

かっこうの杜

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日



別紙３（⑦）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

（単位：円）

（注） １．サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を
記入し、特別費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の
取崩額を記入する。

２．国庫補助金等特別積立金取崩額が、就労支援事業の控除項目に含まれ、法人単位事業活動計算書に表示されない額がある場合には、取崩の
事由に別掲して計上し、法人単位貸借対照表と一致するように作成すること。

国庫補助金等特別積立金　明細書

区分並びに積立て及び取崩しの事由

補助金の種類

合　　計

各拠点区分の内訳

国庫補助金 地方公共団体補助金
その他の団体から

の補助金
かっこうの杜 えぞりすの杜

前期繰越額 233,591,850 69,216,411 164,375,439

当
期
積
立
額

0

0

当期積立額　合計 0 0

0

合　計 0 0 0 0 0 0

0

0 0

0

合　計 0 0 0 0 0 0

0

0 0

0 0 0 0 0

特別費用の控除項目として計上する取崩額 0

0

0

8,889,223 0 0計 13,129,794 4,240,571

13,129,794 4,240,571 8,889,223

0

0 0

当期末残高 220,462,056 64,975,840 155,486,216 0

当
期
取
崩
額

サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額

0

当期取崩額合計 13,129,794 4,240,571 8,889,223

















1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（かっこうの杜拠点）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）

 （4）サービス区分の内訳
 　　　　　ア　法人本部a 法人本部サービス区分
 　　　　　イ　地域密着型介護老人福祉施設かっこうの杜b かっこうの杜サービス区分
 　　　　　ウ　ショートステイくまげらc くまげらサービス区分

5.基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

建物 233,150,463 0 15,197,553 217,952,910
合　　計 238,692,723 0 15,197,553 223,495,170

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 5,542,260 0 0 5,542,260



7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
円

　（内訳）かっこうの杜

円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円
円

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし

ソフトウェア 5,307,000 5,307,000 0
その他の固定資産 10,000 0 10,000

合　　計 473,749,765 246,106,619 227,643,146

器具及び備品 27,998,923 27,558,285 440,638
有形リース資産 4,663,764 4,556,124 107,640

構築物 16,059,917 12,875,956 3,183,961
車両運搬具 350,000 349,999 1

建物（基本財産） 412,580,937 194,628,027 217,952,910
建物 1,236,964 831,228 405,736

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 5,542,260 0 5,542,260

計 223,495,170

設備資金借入金（1年以内返済予定額含む） 246,082,000
計 246,082,000

土地（基本財産） 5,542,260
5,542,260

建物（基本財産） 217,952,910





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　かっこうの杜

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

賞与引当金 2,561,000

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金

1,186,000 2,561,000 1,186,000

0

5,367,240

退職給付引当金 9,463,240

計 12,024,240 1,186,000 7,843,000 0

0 5,282,000 4,181,240

























1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（えぞりすの杜拠点）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）
※別紙３（⑩⑪）の記載なし

5.基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

0 26,750,940 467,914,669
合　　計 532,493,184 0 26,750,940 505,742,244

当期末残高
土地 37,827,575 0 0 37,827,575

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

建物 494,665,609



7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
円
円
円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円
円

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし

その他の固定資産 3,600,000 0 3,600,000
合　　計 807,486,754 282,277,883 525,208,871

器具及び備品 42,964,957 42,964,888 69
リース資産 4,737,164 4,600,164 137,000

構築物 31,048,693 16,642,096 14,406,597
機械及び装置 4,363,200 3,040,239 1,322,961

土地（基本財産） 37,827,575 0 37,827,575
建物（基本財産） 681,922,189 214,007,520 467,914,669

設備資金借入金（1年以内返済予定額含む） 561,335,600
計 561,335,600

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地（基本財産） 37,827,575
建物（基本財産） 467,914,669

計 505,742,244

ソフトウェア 1,022,976 1,022,976 0





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　えぞりすの杜

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

賞与引当金 2,956,000

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金

2,069,000 2,956,000 2,069,000

0

5,949,360

退職給付引当金 7,337,180

計 10,293,180 2,069,000 6,412,820 0

3,456,820 3,880,360













1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（ふくろうの森拠点）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）
※別紙３（⑩⑪）の記載なし

5.基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

建物 3,677,743 0 473,093 3,204,650
合　　計 8,639,324 0 473,093 8,166,231

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 4,961,581 0 0 4,961,581



7.担保に供している資産

 該当なし

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし

合　　計 16,001,570 7,356,714 8,644,856
器具及び備品 809,892 809,883 9

建物（基本財産） 8,448,097 5,243,447 3,204,650
建物 1,782,000 1,303,384 478,616

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 4,961,581 0 4,961,581





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　ふくろうの森

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

賞与引当金 595,000

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金

549,000 595,000 549,000

0

4,324,040

退職給付引当金 3,165,000

計 3,760,000 1,159,040 595,000 0

610,040 3,775,040













1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（ぞうさんハウス拠点区分）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）
※別紙３（⑩⑪）の記載なし

5.基本財産の増減の内容及び金額
 該当なし

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

7.担保に供している資産

 該当なし

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 5,040,000 2,445,539 2,594,461
器具及び備品 1,261,800 607,033 654,767
その他の固定資産 259,200 0 259,200

合　　計 6,561,000 3,052,572 3,508,428



9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　ぞうさんハウス

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

5,004,620

退職給付引当金 3,851,440

計 4,447,440 1,153,180 596,000 0

513,180 4,364,620

640,000 596,000 640,000

0

賞与引当金 596,000

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金













1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（あかとんぼの森拠点）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）
※別紙３（⑩⑪）の記載なし

5.基本財産の増減の内容及び金額
 該当なし

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

7.担保に供している資産

 該当なし

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
器具及び備品 1,146,420 835,975 310,445

合　　計 1,146,420 835,975 310,445



9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　あかとんぼの森

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

1,072,780

退職給付引当金 638,560

計 1,116,560 617,000 660,780 0

182,780 455,780

617,000 478,000 617,000

0

賞与引当金 478,000

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金









1 社会福祉法人　英寿会
別紙2

計算書類に対する注記（英生塾拠点）

1.重要な会計方針
 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法
       満期保有目的の債券等　－　償却原価法（定額法）
       上記以外の有価証券で時価のあるもの　－　決算日の市場価格に基づく時価法

 (2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
       製品、仕掛品　－　最終仕入原価法
       原材料、商品　－　最終仕入原価法
       貯蔵品　　　　－　最終仕入原価法

 (3)　固定資産の減価償却の方法
 　　　建物並びに器具及び備品　→　定額法
 　　　有形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　無形固定資産（リース資産を除く）　→　定額法
 　　　リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
 (4)　引当金の計上基準
 　　　賞与引当金→　職員の賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込み額のうち当年度の
 　　　負担に属する金額を計上している
 　　　退職給付引当金→　職員の退職給付に備えるため、当年度末に全職員が退職した場合の
 　　　額を引当金として計上している

 (5)　リース取引の処理方法
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
　　 　じた会計処理によっている

2.重要な会計方針の変更
   該当なし

3.法人で採用する退職給付制度
   該当なし

4.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
 当拠点区分おいて作成する計算書類は以下の通りとなっている。
 （1）拠点区分の計算書類

○　第１号第４様式 ○　第２号第４様式 ○　第３号第４様式
 （2）拠点区分事業活動明細書
 　　　　　ア　法人本部〇　別紙３（⑪）
 （3）拠点区分資金収支明細書
 　　　　　ウ　ショートステイくまげら〇　別紙３（⑩）
※別紙３（⑩⑪）の記載なし

5.基本財産の増減の内容及び金額
 該当なし

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金積立金の取崩し
 該当なし

7.担保に供している資産

 該当なし

8.固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

109,200 4
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品 109,204
ソフトウェア 259,200 259,200 0

合　　計 368,404 368,400 4



9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

11.関連当事者との取引の内容

　該当なし

12.重要な偶発債務
　該当なし

13.重要な後発事象
 重要な後発事象については、記載すべき事項はない。

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
　該当なし





別紙３（⑨）

（自）令和 7年 4月 1日 （至）令和 8年 3月31日

社会福祉法人　英寿会

拠点区分　英生塾

（単位：円）

（注）
1 引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
2 目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
3 都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、
退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は
当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

賞与引当金 0

引　当　金　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

徴収不能引当金

0 0 0

0

0

退職給付引当金

計 0 0 0 0

0


